



　GASB（Governmental Accounting Standards Board）の概念フレームワークにおいては、
期間衡平性概念という FASB（Financial Accounting Standards Board）の概念フレームワー
クにおいては用いられていない概念を用いることによって、財務諸表の構成要素を定義して
いる。このような GASB と FASB の概念的な違いを踏まえ、本稿は、原価配分の視点から






　財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board: FASB）は、1970 年代後半
より、財務会計の概念フレームワークを作成し公表してきた。政府会計基準審議会（Gov-
ernmental Accounting Standards Board: GASB）（1）もまた、1980 年代後半より財務会計の概
念フレームワークを作成し公表してきた。






（National Council on Governmental Accounting: NCGA）の任務を継承する形で財務会計財団（Financial 
Accounting Foundation: FAF）のもとに設置された（藤井監訳 2003, p. 2）。GASB と FASB は姉妹組
織の関係にあり、GASB が州および地方政府に適用される会計基準を設定し、FASB はそれ以外の実
体（主として営利企業および非営利組織）に適用される会計基準を設定するという役割分担がなされて
いる（藤井監訳 2003, pp. 2-3）。なお、本稿における「公会計」は、GASB が会計基準を設定する州お
よび地方政府の会計を対象とし、連邦政府の会計を対象としていない。連邦政府に適用される会計基準










かし、このような概念的な違いが GASB の会計基準と FASB の会計基準の間にどのような
具体的な違いを生じさせているのかについては、必ずしも明らかにされていない。
　そこで、本稿は、原価配分の視点から GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する
ことにより、期間衡平性概念が両会計基準間にどのような違いを生じさせているのかを明ら
かにすることを目的としている。
　本稿の構成は次のとおりである。第 2 節では、GASB の概念フレームワークと FASB の
概念フレームワークを概観した上で、GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する視
点を示す。第 3 節では、規則的かつ合理的な配分の対象となる原価を対象として、それらに
適用される GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較し、両会計基準間の違いを明らか
にする。第 4 節では、本稿を総括するとともに今後の課題を述べる。
2．財務会計の概念フレームワーク
　本節では、GASB の概念フレームワークと FASB の概念フレームワークを概観した上で、
GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する視点を示す。本節で示した視点を踏まえ、
第 3 節では、GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する。
2.1.  GASB の概念フレームワーク
　GASB は、2007 年に公表した概念書第 4 号「財務諸表の構成要素」（以下では、「GASB
概念書第 4 号」という。）において、州および地方政府における基本的な財務諸表の構成要
素を、資産、負債、繰延資源アウトフロー（deferred outflow of resources）、繰延資源イン
フロー（deferred inflow of resources）、純持高（net position）、資源アウトフロー（outflow 
of resources）および資源インフロー（inflow of resources）と定めている（paras. 8, 17, 24, 
28, 32, 34 and 36）。このうち、資産、負債、繰延資源アウトフロー、繰延資源インフロー
および純持高は、財政状態報告書（statements of financial position）の構成要素であり、資
源アウトフローおよび資源インフローは、資源フロー報告書（resource flows statements）
の構成要素である（GASB 概念書第 4 号, para. 2）。純持高は、資産および繰延資源アウト





号, para. 37）、財政状態報告書と資源フロー報告書は、「連繋（articulation）」（GASB 概念



















（GASB 概念書第 4 号, para. 32）。
・ 繰延資源インフローとは、将来の報告期間に帰属させる政府による純資産の獲得である
（GASB 概念書第 4 号, para. 34）。
・ 資源アウトフローとは、その報告期間に帰属させる政府による純資産の消費である
（GASB 概念書第 4 号, para. 24）。
・ 資源インフローとは、その報告期間に帰属させる政府による純資産の獲得である（GASB


















いる（4）。GASB が 1987 年に公表した概念書第 1 号「財務報告の目的」によれば、期間衡平
性概念は、「ある年度の収益が当該年度に提供されたサービスを賄うために十分であるかど
うか、また、過年度に提供されたサービスにかかる負担（burdens）を将来の納税者に負わ





現するかということである（GASB 基準書第 11 号, p. i; PSC 1991, para. 012）。特定の測定の焦点は、
どの資源を測定し、当該資源を伴う取引および事象の効果をいつ認識するのかを決定することによって
遂行される（GASB 基準書第 11 号, p. i; PSC 1991, para. 012）。
（3） 発生主義会計を用いて作成される政府全体財務諸表のうち、資源フロー報告書に該当する報告書を「活
動報告書」という（GASB 基準書第 34 号, para. 12）。
（4） GASB 概念書第 1 号と FASB 概念フレームワークの比較から、米国公会計の基礎概念を研究する藤井
（2005）は、米国公会計における期間衡平性の考え方を「説明責任概念の基底にある考え方」（p. 8）と
指摘している。




（5） その後、GASB 概念書第 4 号において、「期間衡平な状態は、現在の報告期間における資源インフロー








GASB は実際に、GASB 概念書第 1 号において、期間衡平性を評価するための情報提供を
財務報告の下位目的の最初に記述している（para. 77a）。




プローチ（asset and liability view）」（p. 38）と「収益費用アプローチ（revenue and 
expense view）」（p. 39）と呼ぶこととし、当該 2 つの利益測定アプローチを説明している。
　FASB 討議資料において、資産負債アプローチは、次のように説明されている。利益は「1














（6） 我が国において、accountability は一般に「説明責任」と訳されているため（藤井監訳 2003, 広瀬 2012
など）、本稿においても当該単語の訳語として「説明責任」を用いることとする。
（7） 2.2 節では、FASB 討議資料からの引用に津守監訳（1997）を用いている。2.2 節においては、これ以降、
津守監訳（1997）の引用箇所の記載を省略する。
（8） Storey and Storey（1998）によれば、「FASB が 1970 年代に収益費用アプローチを詳細に検討した時
点で、このアプローチはすでに 40 年以上にわたって、会計実務およびほとんどすべての会計に関する












「通常、財務会計、とりわけ利益測定を、収益と費用の対応プロセス（process of matching 









る（para. 39）。FASB は、FASB 討議資料において、収益費用アプローチにおける「費用
の認識─時には対応と呼ばれている」（para. 40）は、「現在のところ、費用を収益に関連付
ける主たる方法として 3 つの方法を含んでいる」（para. 40）とし、具体的には、会計原則
審議会（Accounting Principles Board: APB）が1970年に公表したステートメント第4号「営
利企業の財務諸表における基礎概念および会計原則」（以下では、「APB ステートメント第
4 号」という。）において示した一般的な費用認識の 3 原則（principle）を挙げている。
APB ステートメント第 4 号で示された一般的な費用認識の 3 原則は、次の 3 つである（APB
ステートメント第 4 号, para. 156）。





ント第 4 号, fn. 47）。
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　このように、FASB は、FASB 討議資料において、APB ステートメント第 4 号で示され
た費用認識の 3 原則を収益費用アプローチに含まれる原則として位置付けている。




（川村 2014, p. 49）（10）（11）（12）。FASB は、1985 年に公表した概念書第 6 号「財務諸表の要素
─ FASB 概念書第 3 号の改訂（FASB 概念書第 2 号の改正を含む。）」（以下では、「FASB
概念書第 6 号」という。）において、営利企業における財務諸表の構成要素を、資産、負債、
持分または純資産、収益、費用、利得および損失と定めている（paras. 25, 35, 49, 78, 80, 





れば、Storey and Storey ［1998］で示されたような資産負債アプローチ選択の経緯と理由を FASB の
公式見解としてとりまとめることができないほど、資産負債アプローチへの反発が強かった当時の会計
規制環境への配慮）を反映したものではなかったかと推測されるのである。」と述べている（p. 24）。




会訳 2001, p. 109）と述べている。




し（paras. 25 and 35）、資産と負債の差額として持分または純資産を定義している（para. 
49）。その上で、持分の変動を伴う資産または負債のすべての変動として、収益、費用、利





ト第 4 号で示された費用認識の 3 原則は、FASB の現行の会計基準においてもなお確認す





について、GASB は明確に述べている。すなわち、GASB によれば、APB ステートメント
第 4 号で示された費用認識の 3 原則は、FASB 概念書第 6 号に本質的に包含されていると
いう（GASB 解釈指針第 6 号, paras. 50 and 51）。
2.3.  GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する視点






務諸表の構成要素を定義している。そこで、続く第 3 節においては、GASB の会計基準と
FASB の会計基準を比較することにより、期間衡平性概念が、両会計基準間にどのような
具体的な違いを生じさせているのかを明らかにする。
　GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較するにあたり、APB ステートメント第 4 号
で示された費用認識の 3 原則を用いることにより、比較対象を決定することとする。その理




















を受けていないためである（Surdick 2002, p. 53）。また、公会計においては、しばしば、
収益とサービスは、同一の取引から生じておらず、特定の課税から得られた収益が様々な























3． GASB の会計基準と FASB の会計基準における規則的かつ合
理的な配分
　本節では、第 2 節で示した視点に基づき、規則的かつ合理的な配分の対象となる原価を対










得した無形資産が含まれている（GASB 基準書第 51 号, para. 1）。政府は、無形資産が識別
可能である場合、当該資産を資本的資産（capital assets）（15）として純持高報告書（16）において
認識しなければならない（GASB 基準書第 51 号, paras. 5 and 6）。
　政府または政府と契約した実体が無形資産を創作または創造した場合、当該無形資産は、
内部創設無形資産（internally generated intangible assets）とみなされる（GASB 基準書第
51 号, para. 7）。また、政府が第三者から無形資産を取得した場合で、かつ、政府が当該資
産に期待するサービス提供能力の水準を達成するために追加的な労力を必要とする（more 
than minimal incremental effort）場合も、当該無形資産は、内部創設無形資産とみなされる
（GASB 基準書第 51 号, para. 7）。
───────────
（15） GASB は、資本的資産について、すべての有形資産または無形資産を含み、当初の見積使用期間が単
一の報告期間を超過する資産と定義している（GASB 基準書第 34 号, para. 19）。
（16） 発生主義会計を用いて作成される政府全体財務諸表のうち、財政状態報告書に該当する報告書を「純持
高報告書」という（GASB 基準書第 34 号, para. 12; GARSTM, Codification Section. 2200, para. 105）。
なお、GARSTM（Government Accounting Research SystemTM）は、州および地方政府に適用される全























（GASB 基準書第 51 号, paras. 10 and 12）（17）。
　政府は、無形資産を認識後、原則として見積使用期間にわたって規則的かつ合理的な方法
で当該資産を償却しなければならない（GASB 基準書第 34 号, paras. 20 and 22）（18）。
3.1.2.  ASC Topic. 350「無形資産」、Topic. 730「研究開発費」、Topic. 985「ソフトウェア」
　企業は、研究開発において使用した項目（item）の原価を発生時に費用として認識しなけ
ればならない（ASC Topics 730-20-25-10 and ASC Topics 730-10-25-1）。企業は、また、
コンピューターソフトウェア制作のために負担した研究開発に該当する原価も発生時に費用
として認識しなければならない（ASC Topics 985-20-25-1 and ASC Topics 730-20-25-
───────────
（17） GASB によれば、内部創設無形資産のうち最も多くの政府に該当すると考えられる無形資産は、コン
ピューターソフトウェアであるとされている（GASB 基準書第 51 号, para. 57）。
（18） なお、無形資産の使用期間を限定する法律、契約、規制、技術その他の要因がない場合、政府は、当該
資産が無限の使用期間（indefinite useful life）をもつとみなし、当該無形資産を償却してはならないと



















（GASB 基準書第 51 号, para. 48）。また、当該特定条件アプローチは、「開発段階にある内
部創設無形資産を、開発段階のより早い段階で適切に資本化することを可能とし、一方で、
プロジェクトが完了しないために将来減損となる可能性のある支出の資本化に対する安全装









（20） GASB によれば、内部創設無形資産の認識における当該特定条件アプローチは、国際会計基準第 38 号





基準書第 51 号, paras. 52 and 53）。
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3.2.1.  GASB 基準書第 83 号「特定の資産除去債務」
　政府は、特定の有形固定資産を除去する際、法律その他規制に従って特定の措置を講じな





ARO を認識しなければならない（GASB 基準書第 83 号, para. 8）。
　ARO の当初測定は、負担が予想される支出の現在価額（current value）（22）の最善の見積り
に基づかなければならない（GASB 基準書第 83 号, para. 15）。ここで、現在価額とは、「［資
産除去原価の］見積りに含まれるすべての装置、設備およびサービスを、現在の報告期間末
において取得した場合に支払う価額（amount）」（GASB 基準書第 83 号, para. 15）と定義さ
れている。現在価額の最善の見積りは、すべての利用可能な証拠を使用して決定することが
求められている（GASB 基準書第 83 号, para. 16）。政府は、十分な証拠が利用可能な場合、
または十分な証拠が合理的な原価で入手可能な場合には、複数の仮定に基づく結果（poten-
tial outcomes）の確率加重平均（probability weighting）により、現在価額を見積もること
が求められている（GASB 基準書第 83 号, para. 16）。もし、合理的な原価で、複数の仮定
に基づく結果の確率加重平均により現在価額を見積もることができなければ、政府は、複数
の仮定に基づく結果の範囲内で最もありそうな価額（most likely amount）（23）を現在価額の見




（22） 企業会計基準委員会（ASBJ）は、「current value」の訳語として「現在価額」を用いている（IASB 
2015, para. 6.19; ASBJ 訳）。
（23） 当該アプローチは、見積可能価額の範囲内で「単一の最もありそうな価額（single most likely 
amount）」を採用するアプローチである（GASB 基準書第 83 号, para. B46）。
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ない（GASB 基準書第 83 号, para. 16）。
　政府は、ARO の当初測定後、一般物価水準の影響を調整するために最低でも年に一度、
ARO の現在価額を調整しなければならない（GASB 基準書第 83 号, para. 19）。また、ARO




準書第 83 号, para. 20）。
　政府は、ARO を認識する場合、当該 ARO に関連づけられる繰延費用（24）を認識しなけれ
ばならない。ARO に関連づけられる繰延費用は、ARO の当初測定価額で測定される（GASB
基準書第 83 号, para. 18）。政府は、一定期間にわたって規則的かつ合理的な方法で、ARO
に関連づけられる繰延費用を減少させ、同額を費用として認識しなければならない。すなわ
ち、有形固定資産の見積使用期間の開始時点において認識された繰延費用は、当該資産の見
積使用期間全体にわたって費用として認識されなければならない（GASB 基準書第 83 号, 
para. 23a）。また、有形固定資産の運用開始後で、かつ当該資産の見積使用期間経過前に認
識された繰延費用は、繰延費用の認識後、当該資産の残存見積使用期間にわたって費用とし
て認識されなければならない（GASB 基準書第 83 号, para. 23b）。なお、有形固定資産が除
去される前の期間において、一般物価水準その他の要因により ARO の変動が生じた場合、
政府は、当該 ARO に関連づけられる繰延費用も調整しなければならない（GASB 基準書第
83 号, paras. 21 and B56-57）。





ARO を公正価値で認識しなければならない（ASC Topics 410-20-25-4）。もし、ARO を負
担した期間に、ARO の公正価値の合理的な見積りが可能でなければ、公正価値の合理的な
見積りが可能となった時点で ARO を認識しなければならない（ASC Topics 410-20-25-







的な見積りに十分な情報を保有しているといえる（ASC Topics 410-20-25-6）。第 1 に、有
形固定資産の取得価格（acquisition price）に ARO の公正価値が含まれることが明らかな状
況、第 2 に、ARO の移転（transfer）をするための活発な市場がある状況、第 3 に、期待























イミングの補正を反映するために ARO の期間ごとの変動を認識しなければならない（ASC 







Topics 410-20-35-5）。当該時の経過による ARO の変動額は、当該 ARO の帳簿価額の増加
および増加費用（accretion expense）に区分される費用として認識される（ASC Topics 
410-20-35-5）。
　企業は、ARO を認識する場合、関連する固定資産の帳簿価額を増加させることによって、





3.2.3.  GASB の会計基準と FASB の会計基準の比較
　GASB は、政府が ARO を負担しており、かつ、当該 ARO を合理的に見積もることがで
きる場合に、政府に当該 ARO の認識を求めている。ここで、GASB は、公正価値ではなく、
現在価額に基づき、当該 ARO を測定することとしている。ARO は、当初認識してから実
際に支払うまでの期間が原子力発電所のように 40 年から 50 年かかる場合もあるといわれ








　これに対して、FASB は、企業が ARO を負担しており、かつ、ARO の公正価値を合理
的に見積ることができる場合に、企業に当該 ARO の認識を求めている。具体的には、有形






（26） GASB によれば、現在価額（current value）は、予想される将来コストを物価上昇率で割り引いた価値
と等しいため、現在価値（present value）が達成しようとする目的の多くを達成するという（GASB 基















3.3.1.   GASB 基準書第 18 号「自治体が運営するごみ廃棄場の閉鎖および閉鎖後管理にかか
る原価の会計」（27）（28）
　1991 年に施行された米国環境保護庁（Environmental Protection Agency: EPA）の「ご
み廃棄施設基準（Solid Waste Disposal Facility Criteria）」は、1991 年 10 月 9 日以降にご
みを受け入れているすべての自治体が運営するごみ廃棄場（Municipal Solid Waste Land-
fills: MSWLFs）の閉鎖および閉鎖後 30 年間にわたる管理について規定している。EPA ルー




　政府は、MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理にかかる見積総現在原価（estimated total cur-
rent cost of MSWLF closure and postclosure care）を、MSWLF がごみを受け入れる期間
───────────
（27） GASB 基準書第 18 号は、1991 年に施行された米国環境保護庁の「ごみ廃棄施設基準」に基づき、
1991 年 10 月 9 日に公表された。
（28） GASB 基準書第 83 号「特定の資産除去債務」の目的には、GASB 基準書第 18 号の見直しが含められ
なかったため、GASB 第 18 号で対象とされているごみ廃棄場は GASB 基準書第 83 号の適用外とされ
た（GASB 基準書第 83 号, para. B5）。GASB 基準書第 18 号の対象は、米国環境保護庁および同様の
州法、地方法その他規制によって定義されたごみ廃棄場に限定されているため、当該定義に当てはまら
ない別のごみ廃棄場は、本来、GASB 基準補第 18 号の適用範囲外である。しかし、ごみ廃棄場が一般
に同様の性質を持っており、また、多くの政府がこれらのごみ廃棄場に GASB 基準書第 18 号を類推適
用している状況に鑑みて、GASB` は、これらのごみ処理場を GASB 基準書第 83 号の適用対象とはし




れている（GASB 基準書第 18 号, paras. 7 and GASB 基準書第 34 号, section L10. 110）。
なお、見積総現在原価のうち現在期間への配分額の算定式は、次のとおりである（GASB






法または地方法その他規制に基づき、次の 3 つが含まれなければならない（GASB 基準書
第 18 号, para. 4）。
a ． MSWLF のごみ受入停止日の間近またはその後に導入が予想される装置および建設が
予想される設備にかかる原価（MSWLF 運転計画に基づく。）（30）
b ． MSWLF のごみ受入停止日の間近またはその後に適用が予想される最終覆土（キャッ
ピング）にかかる原価
c ． 予想される使用可能 MSWLF 領域（area）（31）の閉鎖後期間における監督および維持にか
かる原価
　このような MSWLF のごみ受入停止日の間近またはその後、および閉鎖後期間に支払う
ことになる特定の原価は、資本的支出または収益的支出（capital or operating nature）のい
ずれかにかかわらず、MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理にかかる見積総現在原価に含めら
れる（GASB 基準書第 18 号, para. 4）。
　政府は、MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理にかかる見積総現在原価の当初の計算（initial 
calculation）後、毎年の物価変動の影響を反映するために、毎年、当該見積総現在原価を調
整しなければならない（GASB 基準書第 18 号, para. 6）。さらに、MSWLF の閉鎖および
閉鎖後管理計画の変更または MSWLF の運転状況によって、見積原価に変動が生じる場合
にも、当該見積総現在原価を調整しなければならない（GASB 基準書第 18 号, para. 6）。見
───────────
（29） この方法は、GAAP の収益認識で用いられる「進行基準（percentage-of-completion）」と同じ方法であ
る（GASB 基準書第 18 号, para. 47）。
（30） MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理にかかる見積総現在原価に含められた装置および施設にかかる原価
を資本的資産として報告してはならない（GASB 基準書第 18 号, para. 8）。
（31） 予想される使用可能 MSWLF 領域は、ごみ廃棄場の運転期間にわたってごみの受入が可能な総領域で






含まれる（GASB 基準書第 18 号, para. 6）。
3.3.2.  ASC Topic. 410-20「資産除去債務」
　企業がごみ廃棄場（landfill）を所有し運営する場合、当該ごみ廃棄場の閉鎖および閉鎖
後管理に関して企業が負う法的義務（ARO）には、資産除去債務にかかる会計基準が適用
される（ASC Topic. 410-20-55-5 and 6）。したがって、企業は、ごみ廃棄場の閉鎖および
閉鎖後管理にかかる ARO の公正価値の合理的な見積りが可能であるならば、ARO を負担
した期間に、ARO を公正価値で認識しなければならない。もし、ARO を負担した期間に、
ARO の公正価値の合理的な見積りが可能でなければ、公正価値の合理的な見積りが可能と
なった時点で ARO を認識しなければならない（ASC Topics 410-20-25-4）。







想される支出の現在価額（current value）」（GASB 基準書第 83 号, para. B9）と整合してい
るとされている（GASB 基準書第 83 号, para. B39）。MSWLF の見積使用期間は 60 年とい
われ、さらに MSWLF の閉鎖後管理には 30 年かかるといわれている（GASB 基準書第 18 号, 
para. 41）。したがって、MSWLF の運転開始から MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理までの
期間における物価変動、技術の変化、法律その他規制の改正は、MSWLF の閉鎖および閉
鎖後管理にかかる原価の測定にあたり重要な要因である（GASB 基準書第 18 号, para. 
41）。このような状況の下、現在価値の使用よりも現在原価の使用が支持された（GASB 基
準書第 18 号, para. 42）のである。一方で、負債認識のタイミングの視点からみれば、
MSWLF の閉鎖および閉鎖後管理にかかる将来キャッシュフローのタイミングを見積もる
───────────
（32） GASB 基準書第 18 号では、「現在価値」という単語は用いず、「見積総原価の決定における割引計算
（discounting in determining estimated total cost）」（GASB 基準書第 18 号, para. 42）という表現を用い







　これに対して、FASB は、ごみ廃棄場の閉鎖および閉鎖後管理にかかる ARO を負担して
おり、かつ、当該 ARO の公正価値を合理的に見積ることができる場合に、企業に当該
ARO の認識を求めている。したがって、3.2 節で示したように、企業は、当該 ARO にかか
る将来キャッシュフローおよびそのタイミングを見積もるための十分な情報を保有していな
い時点では、当該 ARO を認識することができない。


























　第 2 節では、GASB の概念フレームワークと FASB の概念フレームワークを概観した上
で、GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較する視点を示した。
　GASB の概念フレームワークにおいては、期間衡平性概念という FASB の概念フレーム
ワークにおいては用いられていない概念を用いることによって、財務諸表の構成要素を定義
している。そこで、本稿は、期間衡平性概念が GASB の会計基準と FASB の会計基準間に
どのような違いを生じさせているのかを明らかにすることを目的としている。
　本稿では、GASB の会計基準と FASB の会計基準を比較するにあたり、APB ステートメ
ント第 4 号で示された費用認識の 3 原則のうち規則的かつ合理的な配分の対象となる原価
を対象としている。その理由は、収益費用アプローチに含まれると位置付けられている




　第 3 節では、第 2 節で示した視点に基づき、規則的かつ合理的な配分の対象となる原価












GASB は、政府が ARO を負担しており、かつ、現在価額（current value）を合理的に見積
もることができる場合に、政府に対して当該 ARO を認識し関連する有形固定資産の残存見
積使用期間にわたって資産除去原価を配分することを求めている。これに対して、FASBは、
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